
２００３年度事業推進における前提条件 
  

・ ＮＰＯ法人の実態解明と情報公開の促進（「Ｎ

ＰＯ広場（ＤＢ）」、「調査研究」の充実） 

 2002 年度は長期的な展望を踏まえた展開期の

開始期として、着実な事業推進の第１歩を踏み出

す年として事業を進めた。ＮＰＯ法人支援から市民

セクター基盤強化を目指して実施した「市民セクタ

ー全国会議」、ＮＰＯの資金源を豊かにするための

「市民社会創造ファンド」の立ち上げ支援など新た

な事業に着手。2003 年度は引き続き長期的な展

望を踏まえた事業推進を進めていくために、情報

事業のさらなる強化と展開、国際的なネットワーク

等の事業を深める一方で、センター自身の組織基

盤強化も進める。 

・ ＮＰＯと行政の新しい関係づくり（「ＮＰＯ

と自治体の連携フォーラム」などの実施と提案） 

・ ＮＰＯと企業の新しい関係づくり（「ＮＰＯ

と企業の協働フォーラム」などの実施と提案） 

・ 各地のＮＰＯ支援センターの基盤強化（「総

合的なスタッフ研修」の構築、「財政的基盤強化」

に向けての具体的検討） 

・海外ＮＰＯとの提携や協力の強化（「海外向

けＨＰ」、「国際交流プログラム」の推進） 

  

１．基本課題 ３．展開方法

  

【特に要請されること】 【自発性の組織化と外部資源との協働】 

・センターとしては、法人化５年度目でもあり

法人組織運営の確立を図る。（制度面・資金面） 

・プロジェクト事業体制の見直し 

・外部組織との協力・共催の促進 

・自治体からの研修生の活躍の場づくり ・社会に関しては、２１世紀制度改革の進展に

よる政策のＮＰＯシフトの確認・監視やそれ

に対応するＮＰＯの信頼性の確保と向上を

図る。 

４．組織基盤の強化 

 

・制度改革に関しては、公益法人制度改革を始

めとする、ＮＰＯ関連制度の推進に向けての

運動展開および都道府県ＮＰＯ関連条例等

の動きに対応する。 

【求心力あるプロデューサー組織として】 

・ 長期展望を見据えた事務局体制の強化と常

勤スタッフの力量形成 

・ 諸規定の制定等による組織運営体制の整備

（雇用・就労条件の改善）  

・ 非常勤スタッフの多様な参加の促進（特別・

客員研究員、研修生、インターン、ボランティ

ア） 

２．具体的課題 

 

・ 会員拡大努力による自主財源の充実 【特に念頭におくべきこと】 

・ ２１世紀を迎えての目指すべき市民社会像

の明確化と日本ＮＰＯセンターの役割の具

体的検討（「２０年後のＮＰＯ像」など中・長

期の方向性の検討） 

５．具体的課題

 

・ ＮＰＯ全国フォーラムの新展開と市民セク

ター全国会議の今後の方向性の確認 ・ 地方都市や農山漁村におけるＮＰＯの展開

と社会的基盤整備（「こだわり事業」、「ター

ン＆ＮＰＯ」、「ＮＰＯ全国フォーラム」などの

実施） 

・ＮＰＯの情報公開の仕組みとして、ＮＰＯ

法人データベースの更なる充実 

・ ＮＰＯ人材ステーション（仮称）の検討と

モデル事業の実施  

  



   

    

2003 年 度 の 事 業 報 告 
期 間 [２００３年４月１日～２００４年３月３１日] 

 

総括報告：  総括報告：   

い社会の動きを冷静に眺めるには適していた。

いよいよＮＰＯ法も成立し、「日本」と名の

つくＮＰＯセンターがいつまでも間借りでは

情けないと、本気になってＮＰＯにふさわし

い土地柄のオフィスを探し、1998 年３月には

恵比寿駅近くの商店街をちょっと離れたあた

りにある、道路からそのまま入れるマンショ

ン１階の店舗部分の１室を借りることになっ

た。親しみやすくて入りやすい外観・内装の

部屋で、ＮＰＯ法の成立直後で多くの方が設

立相談などに訪れてきたが、その受け入れに

はふさわしい雰囲気であった。センター自身

もここで法人化に踏み切る。恵比寿では 2001

年 11 月に設立５周年を迎え、その年 12 月ま

での 4 年間足らずを過ごしたが、やや都心を

離れた人間味のある街で幾らかの力を蓄える

ことができたように思う。一定の力を蓄えた

ところで、会員企業でもある三菱地所の協力

を得ていよいよ都心に移ることを決意し、ま

ず第一歩として１年後には建て替える予定の

日比谷のビルの一室を借りることになった。

ガラスの間仕切りを多用した明るいオフィス

で、地下鉄の結節点に位置することもあって

東京都内のどこに行くにも便利な場所であっ

た。ビルの建て替え時期が少し遅れたことも

あって 2003 年７月までの１年半余りをここ

で過ごし、いよいよ念願の丸の内に移る。仲

通に面した東京駅から徒歩 7-8 分のビルで、

全国から来る人にとっては大変便利なところ

である。当面この地域にじっくりと根を張り、

可能であれば全国を対象に事業を実施してい

る他のＮＰＯも同じ丸の内に集まってこられ

るような環境ができればいいなと思っている。 

展開期の着実な軌道に展開期の着実な軌道に 

  常務理事 山 岡  義 典 

 
2003 年度の事業は、2002 年度からの創設期

から展開期に向けての新しい動きを受け、そ

の軌道を着実に歩むことを前提に計画した。

またこれまで事業が過剰になりがちであった

ことから、資金バランスを考慮しつつ、でき

るだけ委託事業を減少させて事務局の負担を

軽減する方向とした。 

そのため事業内容は前年度から特に大きく

変化した点はないが、その中で、いくつか特

徴的なこともある。以下、その点について触

れたい。 

 

●日比谷から丸の内へ 

事業内容そのものではないが、センターの

性格を決める上で大きな意味をもったのが、

2003 年７月に行った日比谷の「日比谷パーク

ビル」から丸の内の「古河ビル」への事務所

の移転である。 

一般的にＮＰＯは、よくオフィスを移転す

る。その理由が内的な事情によるものであれ

外的な事情によるものであれ、その移転は、

団体の活動の性格や内容に大きな影響を及ぼ

す。飛躍のきっかけにもなれば、その後の沈

滞の遠因になることもある。センターも７年

間に本郷⇒恵比寿⇒日比谷⇒丸の内と３回の

移転をし、現在４箇所目の拠点である。その

概要を振り返ると次のようになる。 

1996 年 11 月の設立からＮＰＯ法が成立す

る 1998 年３月までの１年４ヶ月余りは、本郷

の東大正門前のシンクタンクの１コーナーを

借りてすごした。交通面では少し不便であっ

たが、静かで落ち着いた雰囲気の中で、新し 

 

 

 

  

 



●隔年開催による最初の ●ＮＰＯ法人データベース 

ＮＰＯ全国フォーラム 「ＮＰＯ広場」の改定と拡充 

ＮＰＯ全国フォーラムは 1997 年から 2001

年まで５回にわたり、毎年日本各地で開催し

てきたが、2002 年度より新たに市民セクター

全国会議を首都圏で開催し、ＮＰＯ全国フォ

ーラムと交互に隔年で開催することにきりか

えてきた。 

センターの情報事業の柱でもあるＮＰＯ法

人のデータベース「ＮＰＯ広場」は好評のう

ちに活用されてきたが、予想を超える法人設

立の動きと、今後の情報公開の仕組みとして

の対応から、大幅な改定作業を行い、その充

実を図った。 

このような切り替え後の初めてのフォーラ

ムを、2003 年９月に札幌市において開催した。

できるだけ北海道という地域の特色を出しな

がらも、全国集会としてふさわしい現在の課

題を取り上げるよう工夫し、また専門的な課

題を深める市民セクター全国会議との差別化

を図るよう内容を検討してきた。その概要は

この事業報告書にも紹介してあるとおりであ

るが、ＮＰＯと民主主義のありかたを問うと

いう、思い切ったテーマを取り上げた。その

議論がどこまで全体に共有されたか不安も残

るが、今後の課題を確認する上で新しい形で

のフォーラムをスタートさせる機会になった

と考えている。 

そのひとつは、データベースのシステムを

入れ替え、各ＮＰＯ法人のデータ入力を各自

で行えるようにしたことである。これまでは

郵送アンケートによるデータをセンターでま

とめて入力していたが、このことにより将来

的にはかなりの手間が省けると同時に、各団

体の最新の情報が掲載されるのではないかと

期待している。 

もうひとつは、センターのＮＰＯ会員につ

いては、各法人の自主的な登録によって会員

以外の団体が公開する情報以外の詳細情報の

公開をできるようにしたことである。積極的

に情報公開を進めようとする法人にとっての、

便利な情報公開システムとして活用されれば

と思う。この他、これらの入力データをもと

にした「ＮＰＯ法人分析データ」の追加や、

「Ｑ＆Ａ」の内容の増補・拡充など、コンテ

ンツの充実も図った。 

 

●信頼されるＮＰＯの条件について議論 

全国フォーラムの前日から当日の午前にか

けて、各地のＮＰＯ支援組織の現場責任者に

よる「将来展望を考える会」を開催した。こ

れは前年度の市民セクター全国会議の前日に

開催したものに続く２回目にあたるが、今回

は「信頼されるＮＰＯが満たすべき条件と

は？」をテーマに予め参加者には一定の作業

をしてもらって討論を深めた。 

これらがほぼ完成したのは年度末になって

からであるから、その後の反応についてはま

だ十分分析できていないものの、効果的に活

用されるまでにはさらに試行錯誤の繰り返し

が必要であろう。しかし新しい土台はできた

のではないかと思う。また、このシステムは

会員の会費とＮＴＴコミュニケーションズ株

式会社の寄付によって支えられているが、今

後はその資金源の多様化も課題である。 

その成果は、その後のさらなる議論によっ

て整理し、「信頼されるＮＰＯの７つの条件」

としてまとめられ、参加した各地の支援セン

ターの共有財産となった。「ＮＰＯらしいＮ

ＰＯ」のイメージが共有されたことの意味は

大きい。さらにこれが、全国のＮＰＯの共有

財産になればと願っている。（詳細は、本報

告書の参考資料に掲載） 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

 



●市民社会創造ファンドは独立して軌道に 

創設展開事業としてその立ち上がりを支援

している市民社会創造ファンドは、日比谷か

ら丸の内への事務所移転によって独立した一

室を区画して同居することになり、センター

で始めた助成プログラムの業務もほぼ全面的

に引き継ぐことができた。 

ファンド自体にとっては、各地のＮＰＯ支

援センターの人材育成という基盤プログラム

開発の課題が残るが、新たなプログラム開発

も含めて非営利セクターの資金源のコーディ

ネーターとして着実に役割を果たしているよ

うに思われる。 

 

●公益法人制度改革の動きへの対応 

  ＮＰＯの制度基盤の整備は、センター創設

以来一貫して取り組んできたが、特定非営利

活動促進法の成立以降は、その法律の改正や

税制の仕組みづくりに取り組んできた。その

ような中、政府により「公益法人制度の抜本

的改革」の動きがおこり、広く日本の非営利

セクター全体の将来に関連することから、セ

ンターとしてもこの動きを監視し、必要に応

じて対応してきた。今後も引き続き、日本に

好ましい公益法人制度のあり方を検討しつつ、

真に望ましい非営利セクターの制度的基盤が

実現するように働きかけていくことが必要と

思われる。 
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１）総会の開催  ○ 第 17 回理事会 

日程／2004 年 3 月 15 日（月）  
時間／15:00～17:00  

○ 第５回通常総会 
会場／アルカディア市ヶ谷（東京都内） 

日程／2003 年 5 月 30 日（金） 
・2003 年度の下半期事業の報告と収支見込み 

時間／18:30～20:30  
  報告 会場／東京商工会議所（東京都内） 

  ・2004 年度の暫定事業計画および暫定予算に   ・2002 年度の事業報告及び決算の承認 

  ついて  ・2003 年度の事業計画及び予算の決定 

  ・2004 年度の事務局体制について  ・評議員の選任 

・短期借り入れについて  ・事務所移転の確認 

 

２）理事会の開催 （３）評議員会の開催 

  

○ 第８回評議員会 ［第 15 回理事会と合同］  ○ 第 15 回理事会  

日程／2003 年 5 月 30 日（金） 日程／2003 年 5 月 30 日（金） 

時間／15:30～17:30 時間／15:30～17:30  

会場／東京商工会議所（東京都内） 会場／東京商工会議所（東京都内） 

 ・2002 年度の事業報告と決算の承認について ・2002 年度の事業報告と決算への意見 

・2003 年度の事業計画と予算の再確認について ・2003 年度の事業計画と予算の再確認への意見 

 ・評議員候補の推薦について 

○ 第９回評議員会 ［第 16 回理事会と合同］    ・事務所移転について 

日程／2003 年 11 月 10 日（金） ・公益法人制度改革に対する提言 

時間／15：00～17:00  

会場／丸の内カフェ（東京都内） 
○ 臨時理事会  

・2003 年度の上半期事業の報告と収支経過 
日程／2003 年 7 月 24 日（金） 

報告への意見 
時間／16:30～17:30  

  ・2003 年度の下半期事業の確認への意見 会場／日本ＮＰＯセンター 
  ・『ＮＰＯ』商標登録異議申立人への参加に  
 

  関する件の承認について 
（４）年次報告の公開  

 ・『ボランティア』商標登録異議申立人への参

加に関する件の承認について  
   

2002 年度事業報告・決算報告、2002 年度計画

などを冊子及びＨＰで公開。（7 月） 
○ 第 16 回理事会  

 
日程／2003 年 11 月 10 日（金） 

（５）事務所の移転 時間／15:00～17:00  
   会場／丸の内カフェ（東京都内） 

１．センターの運営に関する事項 

 ・2003 年度の上半期事業の報告と収支経過報告 2003 年 7 月 15 日、事務所を同じ千代田区内

の丸の内に移転。  ・2003 年度の下半期事業の確認 

・Web サイト「ＮＰＯ広場」リニューアルに  

 あたっての会員拡大について 

・ 今後の理事会体制強化について  
・ 評議員の交代について 

 



２．センターの活動に関する事項 

   

（１）情報の収集・発信   ③ホームページ関連事業                 

 ａ．ホームページ ＜基本サイト＞             

【月平均アクセス数：30,000 件】 ＮＰＯに関する各種情報を中心に収集・分類

整理するとともに、蔵書・報告書などデータ

ベース化を図る。センターの基本サイトおよ

びＮＰＯ法人データベースの特設サイトの双

方をリニューアルするための準備をすすめる。

また、機関誌「ＮＰＯのひろば」も紙面刷新

し、安定発行を図っている。 

2003 年 11 月にリニューアル完了。トップ

ページのデザイン変更、コンテンツの再整理、

過去の情報の整理と分類。 

 

ｂ．ホームページ ＜特設サイト＞ 

【月平均アクセス総ビュー数：約 300,000 件】 

 2004 年 2月より大幅リニューアルにて運用。 

 ①情報収集事業                     変更内容は、ＤＢのシステムの入れ替え、各

法人による自己入力システムの導入、｢Q&A｣
の情報の差し替え、新たなコンテンツとして

「ＮＰＯ法人分析データ」等。 

・ ＮＰＯ関連の各ディレクトリー類を収集。 

・ ＮＰＯ関連の書籍・報告書の整理とデー

タベース化。         

 3 ヶ月に１回新規認証法人を追加して現在、 

 ②情報発信事業                     9 月 30 日までに認証を受けた団体 13,240 団

体の情報を公開。＜NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞの寄付＞ ・ニュースレター「ＮＰＯのひろば」の発行

（季刊）＜２５００部発行＞  

ｃ．ホームページ ＜英文サイト＞ ボランティアスタッフの協力を得て、編

集委員会による企画、取材、編集の体制を

整え発行。 

日本におけるＮＰＯの現状や動向を英文情

報として発信 

  

 ④編集・出版等                       

 ＜新刊発行＞ 

『現場から見つめた市民社会の未来 

－市民セクター全国会議 2002 報告書－』  

2002 年度に実施した「市民セクター全国会

議 2002」の報告書として、会議の内容 を再

録した書籍として発行。従来にない内容とス

タイルで編集し、販売促進に努める。                   

＜販価：1200＋税／発行部数 1500 部＞ 

 

  

   

 

 

 

  

  

 

 

 

●各号の特集テーマ● 

33 号（夏号）： 

「構造改革特区とＮＰＯ」 （6 月発行）

34 号（秋号）： 

「ＮＰＯが動くと見えないニーズが見

えてくる」             （9 月発行）

35 号（冬号）： 

「ＮＰＯ法施行 5 周年を迎えるにあた

って」         （12 月発行）
36 号（春号）： 

「地域資源とＮＰＯ（新特集テーマ：地域

とＮＰＯ）」           （3 月発行）
 

                

  

   

 

 



（２）コンサルテーション＆  

コーディネーション 

 

 

 

②講師派遣依頼への対応               各ＮＰＯ、企業、行政から寄せられる相談に

対応し、各種情報、アイデア、方向性などの

意見を提供し、ＮＰＯの活動基盤の整備に努

めた。ＮＰＯ法人の設立に関する相談は会員

団体のみとしたことにより減少しているが、

新たな事業立ち上げについての相談、協働に

よる事業展開の方法など、相談内容が多様化

傾向にある。 

・各地で開催する講演会、研修会等の企画

や講師等の人選などの相談に対応した。 

 

 

 ①一般相談事業                       

  ・随時、ＮＰＯや企業、自治体などの相談

に対応した。 

 

 

相談対応数（ＮＰＯ、企業も含む）
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（３）交流・研修 （２）日  程：８月１日～２日  

 

ＮＰＯへの理解を深め、活動展開の能力を高

めるために、学習、議論する機会を提供した。

今年度は隔年で実施する「ＮＰＯ全国フォー

ラム」を北海道（札幌）にて開催。また、各

地の支援センターとの連携を深めるために、

初任者研修、中堅者研修および今後の方向性

を議論する組織責任者を対象とした事業を開

催した。さらに、三回目となる「ＮＰＯと企

業の協働フォーラム」（東京都内）、研修生

が主体となって企画運営を行う「ＮＰＯと行

政の対話フォーラム’04」（東京都内）を開

催した。 

 

 ①ＮＰＯ全国フォーラム 2003  

 北海道会議の開催  

２年ぶりとなるフォーラムを全体テーマ

「“個”を活かす社会へ―真の民主主義を目

指して―」として、北海道札幌市にて開催。 

（詳細は別ページ） 

 

 ②各地の支援センタースタッフのための  

                      特別研修    

内 容：各地のＮＰＯ支援事業の推進におけ

るスタッフのレベルアップとスタッ

フの連携・交流の機会として実施。

固定メンバーによる中堅スタッフの

力量形成と情報交換の場。8 月の研

修で第 20 回目を迎え、一旦終了。 

（１）日  程：５月 16 日～17 日 

共  催：ＮＰＯくまもと   

    テーマ：社会変革に向けたシステムの 

あり方を追求する   

    会  場：アスコットホテル、 

くまもと県民交流サロン 

（熊本県熊本市） 

    参加者：３７名 

 

 

 

 

 

  共  催：青森ＮＰＯサポートセンター 

    テーマ：資金的自立に向けたシステムの

あり方を追求する 

    会  場：八甲田山荘（青森県青森市） 

    参加者：２１名 

 

 ③ＮＰＯ支援センター初任者スタッフ研修会     

内  容：昨年度の自主事業として開催した

支援センターの勤続２年未満のス

タッフを対象にした研修会が好評

であったため、本年度は、トヨタ

財団の助成金を受け、参加者の交

通費の補助を行い実施。支援セン

ターのスタッフとしての力量形成

と情報交換の場とした。 

日  程：７月 11 日～12 日  

テーマ：ＮＰＯの組織基盤とは？ 運営と管

理の両立の可能性 

  会  場：上郷 森の家（神奈川県横浜市） 

  参加者：３４名 

 

 ④第２回民間ＮＰＯ支援センター  

         将来展望を考える会  

内  容：本年度は１泊２日で開催し、民間

のＮＰＯ支援センターのリーダー

が一同に会し、信頼されるＮＰＯ

について議論した。 

テーマ：信頼されるＮＰＯが満たすべき 

  条件とは？ 

日  時：2003 年９月 12 日（金）14:00 

～13 日（土）12:00 

会  場：札幌コンベンションセンター 

（北海道札幌市） 

参加者：３０名 

※本事業の成果は、終了後、参加者から幹事団体を選

び、継続議論をして、全文をまとめ上げて「信頼され

るＮＰＯの７つの条件」として、2月 20 日の「ＮＰＯ

と行政の対話フォーラム」にて公開。その後各地の支

援センター等の広報紙等に掲載される。 

※「信頼されるＮＰＯの７つの条件」は末尾参考資料

に掲載。 

 

  

 



 ⑤ＮＰＯと企業の協働フォーラム２００３      ⑦講師派遣事業                   

内  容：今回は１日開催とし、協働の変化、情

報開示のあり方、資金循環のあり方と

３本柱で展開した。また、CSR に焦点

をあて鼎談を行った。 

全国各地のＮＰＯや企業、自治体等の依頼

に応じ、スタッフを派遣し講演や討論を行い、

ＮＰＯの重要性について理解を深めるとと

もに、関係者および関係団体との交流を深め

た。 テーマ：ＮＰＯと企業は、いま何を目指す

べきか？―市民社会の実現に向け

て― 

 

 

 ⑧協力事業                       日  時：2003 年 12 月２日（金） 

１０：３０～１７：００ ・「我孫子市市民活動レベルアップセミナー」

（千葉県我孫子市の委託事業） 会  場：ＴＩＭＥ２４会議室（東京都内） 

参加者：１９８名 目  的：我孫子市の市民活動団体が、より効果

的で有意義な活動を展開できるよう

になるための支援をおこなうことを

目的に実施。また、他団体との情報共

有、連携・協力のための関係づくりの

機会として実施。 

 

 

 

 

                 

 内  容：「ミッションに沿った事業の進め方

と事業計画のあり方」（４Ｈ）  

 「人を活かす組織のあり方と組織

を活かす人のかかわり」（４Ｈ）  

 「ミッション実現に必要な資金源の

あり方」（４Ｈ）  ⑥ＮＰＯと行政の対話フォーラム’04          

「地域における異なる組織との連

携と協力のあり方」（４Ｈ） 

内  容：研修生の出身県である、高知県、

千葉県の知事を迎えた基調シンポ

ジウムと、「条例」・「支援セン

ター」・「事業」の３つの柱によ

る専門的な内容の濃いセミナーを

実施。 

日   程：２００４年 ３月４日（木）、５日（金）、

２５日（木）、２６日（金） 

 

 

 テーマ：変わりゆく社会に新しい関係は育

っているか  

 日  時：2004 年２月 20 日（金） 

 １０：００～１６：４０ 

 会  場：日本青年館（東京都内） 

 参加者：２１７名 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



（日 時）9 月 13 日 13:00 ～ 14 日 16:00 

ＮＰＯ全国フォーラム２００３北海道会議の概要

12 日には、各地の支援センターの責任者による将来展望を考える会および学生 
中心のﾌﾟﾚﾌｫｰﾗﾑを実施。また、14 日終了時から 15 日にかけてﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸﾂｱｰを 
実施した。 

（場 所）札幌コンベンションセンター 

（参加者）682 名（関係者）講師：78 名／実行委員：23 名／ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ：77 名 

○内   容： 

・６つの大きな流れに沿って２日間通して議論を進めるセミナーと、「基礎」「協働」 
「政策」と具体的な課題、問題について学習する連続講座から構成。 
・書籍・情報コーナーは、一般公開し例年よりさらに充実させ開催。 

○プログラム詳細： 

・ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞﾌｫｰﾗﾑ 「ＮＰＯは真の民主主義の実現の担い手になりうるか」 

・テーマ１「地域再生」 

       セミナー１：地域再生における住民自治のあり方とＮＰＯと行政の役割 
       分科会 1-A：広域合併と地域再生～ＮＰＯはどのような役割を果たせるか？～ 
             1-B：地域財産の再生～施設の活用を通してＮＰＯによる地域再生を考える～ 

・テーマ２「地域連携」 

       セミナー２：地域連携によって社会を変える 
       分科会 2-A：地域内での連携の方法～異なる視点をどう共有化するか？～ 

             2-B：地域間での連携の方法～地域を越えたﾈｯﾄﾜｰｸの拡がりをどうつくるか？～ 

・テーマ３「ミッションにこだわった事業」 

       セミナー３：事業のミッション性をどう評価するか 
       分科会 3-A：ＮＰＯにふさわしいサービスとは？ 
             3-B：ｺﾐｭﾆﾃｨｰﾋﾞｼﾞﾈｽの担い手としてＮＰＯに求められるもの 

・テーマ４「情報」 

       セミナー４：市民社会を育てるメディアとは？ 
       分科会 4-A：ＮＰＯの情報公開～組織の内外から信頼を得るには？～ 

             4-B：ＮＰＯの情報発信力～市民に向けた情報発信のあり方とは？～ 

・テーマ５「人」 

セミナー５：「個」を活かす「組織」・「組織」を活かす「個」  
       分科会 5-A：他セクター間の人の流動～企業や大学との連携によりＮＰＯが新たな人を

獲得するには？～ 
             5-B：組織内での人の役割～ＮＰＯにかかわる多様な担い手の役割と働き方の違

いは？～ 
    ・テーマ６「資金」 
       セミナー６：組織を活かすための資金源とは？  
       分科会 6-A：民間資金について考える～新たな資金源のあり方について～ 
             6-B：公的資金について考える～税金の使い道と政策とのかかわりについて～ 
・連続講座１基礎編「ＮＰＯがミッションを実現するためのキーポイント」 
Ⅰ．ﾐｯｼｮﾝとは何か？～その実現のための 3 本の矢「おもい・情報・計画」～ 
Ⅱ．人と組織～よりよい組織へと成長するための人の育て方・育ち方～ 
Ⅲ．資金源～財政基盤の確立と強化に必要なもの～ 

・連続講座２協働編「「協働」について改めて考える～その新しい姿を模索する～」 
Ⅰ．「協働」の意味とその条件，Ⅱ．企業との協働事例に学ぶ 
Ⅲ．行政との協働事例に学ぶ 

・連続講座３政策編「ＮＰＯと政策～真の民主主義を実現するために～」 
Ⅰ．政策提言をどう実現するか～条例作りの取り組みから考える～ 
Ⅱ．ＮＰＯと政治との関わりについて考える～組織として・個人として～ 
Ⅲ．公益のあり方と法制度・税制度～公益法人制度改革の進め方を考える～ 

・懇親会（13 日 18：30－20：00） 

・ｸﾛｰｼﾞﾝｸﾞﾌｫｰﾗﾑ「ＮＰＯによる真の民主主義の実現に向けて」 

  

  

 



 （４）調査研究（研究会） 

  

 ＮＰＯの基盤強化に必要な調査研究を行い、

問題提起や政策提言を行う機能として位置

づけている。調査の依頼に対しても、セン

ターとして関心のあるものについては積極

的に対応した。 

 

 

 

 

  

  

 

 ①自主調査研究事業                    

 ・「ＮＰＯ支援センターの現状と 

 課題についての調査･提言事業」 

 ＜（財）トヨタ財団の助成事業＞ 

 内  容：この事業は、地域のＮＰＯがより

充実した事業展開できる活動基盤

を整備（＝支援センターの事業の

充実）する方向性を示すために行

うもので、各支援センターの概要

について同じ指標に基づき現状を

明らかにするための基礎調査を行

い、それぞれが抱える課題の抽出

と整理を経て、民設民営、官設官

営、官設民営のそれぞれ特徴的な

支援センターを選び、訪問による

ヒアリング（インタビュー）調査

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 ②委託による調査研究                   

 ・「ヒューマン・セキュリティの観点 

 から見た国内 NPO/NGO 活動の現状」 

 ＜（財）経済広報センターの委託事業＞ 

 内 容：昨年度に引き続き調査を行ってい

る。本年度は特に、地域に着目し、

10 の民間の支援センターに調査

の協力を依頼。12 団体を選び、イ

ンタビューを行った。 

 

 

 

 

 期 間：2003 年４月―2004 年３月 

    

  

  

  

             

           

 



 （５）創出展開事業  

  

  ２００２年度より新たな事業の柱として設

定。先駆的、実験的に必要と考えられる各

種事業をセンターで試行的に実施し、その

展開の必要性にともない、新たな組織を立

ち上げ、継続的な事業展開をする仕組み作

りに協力する。 

 

 

 

 

 

  

  

 

 ①市民社会創造ファンドのサポート     

   このファンドは、日本ＮＰＯセンターの実

績の一部を継承・発展させるもので、新しい

市民社会の実現に寄与することを理念とし、

個人・企業・団体等からの多様な寄付や助成

の受け皿となる専門性を備えた資金仲介組

織として設立。これまでセンターの事業とし

て実施してきたファイザープログラムを

2002 年度に市民社会創造ファンドへ移管。

以降、事業拡大にともない、2003 年度より

センター職員 1 名の出向体制の見直しを行

い、週２日から通年に変更した。また、セン

ターの一隅を市民社会創造ファンドの事務

局スペースとして有償で貸した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（６）ネットワーキング メンバー：  

   藤田 和芳（大地を守る会） 

  安井潤一郎（早稲田商店会） 事業推進には各分野や各地域、各セクターと

の協働や連携のために、積極的に各地への訪

問や他団体の事業に足を運び、意見交換や交

流を深めた。分野やセクターを超えた関係づ

くりの機会は、各種事業を推進する上で、ま

た新たなパートナーシップの機会を創造す

る上で、重要な役割を果している。 

  山口 祐子（浜松ＮＰＯﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ） 

  伊井野雄二（赤目の里山を育てる会）  

  松田 猛司（クラブノアグループ） 

  細内 信孝（ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸ） 

  山岡 義典（日本ＮＰＯセンター） 

 李  凡 （日本ＮＰＯセンター） 

  

 ①訪問によるネットワーキング              

  ・各地の関係者等とのネットワーキングの

促進のために積極的に各地を訪問した。 

 

 

  

 ②委員会等への職員の派遣               

   ・各地のＮＰＯや政府・自治体等の各種委

員会へ常務理事や事務局スタッフを積極

的に派遣した。 

 

 

   ＜省  庁＞：内閣府 等 

   ＜自治体＞：千葉県、狛江市 等 

 ＜ＮＰＯ＞：ハウジングアンドコミュニテ

ィ財団、総合研究開発機構

（NIRA）、東京ボランティア･

市民活動センター 等 

 

 

 

 ＜企  業＞：松下電器産業株式会社、 

 電通株式会社 等 

  

 ③海外関係                            

 ・海外からの視察者に対しての対応。 

  

  ・「日本－英国社会起業家交流プログラム」 

   内 容：日英の交流プログラムを通して

お互いに学び合うことを実践的

に展開するために、日本ＮＰＯ

センターがイギリスの社会起業

家組織ＣＡＮ（ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｱｸｼｮﾝ･ﾈ

ｯﾄﾜｰｸ)とともに企画。2003 年度

は、日本側から小規模な社会起

業家グループをイギリスに派遣

した。  

 

 

  

 

  日 程：2003 年９月 11 日～21 日    

  訪問先：ロンドン 

   

 

 

             



（７）制度関連事業  

     

 特定非営利活動促進法およびその税制度、な

らびに公益法人制度改革の動向についての情

報収集、情報交換を行い、今後の対応につい

て議論した。 

 

 

 

  

  

 

 ①ＮＰＯ／ＮＧＯに関する税・法人制度改革   

 連絡会の世話団体    

           当連絡会は、特定非営利活動促進法（通称

NPO 法）に関する税制改革と法人制度改革に

ついて検討し実現する運動体として、全国 28

団体が賛同し 1999 年 6 月 8 日に発足（現在

41 団体が参加）。 

 

 ・10 月～2 月の期間、全国の連絡会構成団体

との共催により、「ＮＰＯ支援税制の改善

および公益法人制度改革」の勉強会を開催

した。        

・ＮＰＯ法施行５周年記念シンポジウム 

  内容：法律の施行５周年を記念して「過去、

現在、未来」と題してＮＰＯの現状、

課題、今後の方向性について報告を基

に議論した。 

  日時：2003 年 12 月 1 日（月曜日） 

19:00～21:30 

  会場：研究社英語センター大会議室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（

 

 

 

 

 

 

  

（２）研修生の受入 １）会員拡大への取組み  

  

①個人、企業、ＮＰＯなどに対して、随時

入会の呼びかけを行った。 

 ①ＮＰＯ関連事業に従事している自治体

等の職員をセンター事務局に受入れ、日

常の業務活動を通じて、ＮＰＯの理解と

ＮＰＯ支援センターの役割・業務等の理

解を深めるための研修を行った。 

・個 人：来訪者、講演会参加者への入

会呼びかけ。 

・ＮＰＯ：相談者（団体）、市民セクタ

ー全国会議等において入会呼

びかけ。 

■ 河原 圭吾（石川県）  

    期間 2003 年 4 月７日 ～ 1 年間 

■ 鶴岡  徹 （千葉県） 

期間 2003 年 4 月７日 ～ 1 年間 ②入会キャンペーンの実施（１月～３月）  

   ・特に、ＮＰＯ法人データベース「ＮＰ

Ｏ広場」のリニューアルに伴い、全法

人（約 12000 法人）に対して、データ

ベース活用のお知らせとともに入会

キャンペーンを実施。 

■ 依光 香代子（高知県） 

期間 2003 年 4 月７日 ～ 1 年間 

■ 田島  文（トヨタ財団） 

期間 2003 年 10 月 1 日 ～3 ヶ月 

 

（３）来訪者の対応    

  

３．その他 

①来訪者の増加  

会議スペースの確保、各種委員会の活性

化、情報の充実等に伴い、多くの方々の

来訪があった。 

 

 

 
  ※詳細は下記のグラフ参照  
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［2004 年 ３月 31 日 現在］ 

理  事 ･ 監  事        ［2002 年７月１日～2004 年６月３０日］   ＜敬称略＞ 
代 表 理 事      星野 昌子 （特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 特別顧問） 

副代表理事 播磨 靖夫 （財団法人 たんぽぽの家 理事長） 

常 務 理 事      早瀬  昇 （社会福祉法人 大阪ボランティア協会 理事・事務局長） 

  同     山岡 義典 （法政大学 現代福祉学部 教授） 

理 事      青木  利元 （明治安田生命保険相互会社 企画部社会貢献役） 

同     雨宮 孝子 （松蔭女子大学 経営文化学部 教授） 

同     安藤  周治 （特定非営利活動法人 ひろしまＮＰＯセンター 代表理事）  

同     加藤 哲夫 （特定非営利活動法人 せんだい・みやぎＮＰＯセンター 代表理事） 

同     実吉   威  （特定非営利活動法人 市民活動センター神戸 理事長） 

同     島田  京子 （日産自動車株式会社 グローバル広報・ＩＲ部コミュニティーリレーションズ担当部長） 

同     下島  松雄 （東京商工会議所 政策・国際担当理事） 

同     萩原 喜之 （特定非営利活動法人 市民フォーラム 21・NPO センター 常務理事） 

／特定非営利活動法人 中部リサイクル運動市民の会 代表理事） 

  同   福田 房枝 （特定非営利活動法人 子ども劇場全国センター 専務理事 

／特定非営利活動法人 日本子ども NPO センター 専務理事・事務局長） 

  同   山崎 美貴子（東京ボランティア・市民活動センター 所長 

／神奈川県立保健福祉大学 保健福祉学部 学部長） 

  同   山本  正 （財団法人 日本国際交流センター 理事長） 

  同   和田 龍幸 （社団法人 日本経済団体連合会 事務総長） 

監 事      濱口  博史 （弁護士／濱口博史法律事務所 所長） 

  同   藤間 秋男 （公認会計士／藤間公認会計士税理士事務所 所長） 
 

評  議  員             ［2003 年７月１日～2005 年６月３０日］   ＜敬称略＞ 
雨森 孝悦 （日本福祉大学福祉経営学部国際福祉開発マネジメント学科 助教授） 

     池田 守男 （株式会社 資生堂 代表取締役社長） 

石川 治江 （特定非営利活動法人 ケア・センターやわらぎ 代表理事） 

     伊藤 助成 （日本経団連・１％クラブ 会長／日本生命保険相互会社 会長） 

     伊藤 道雄 （特定非営利活動法人 国際協力ＮＧＯセンター 理事 

／立教大学大学院 独立研究科 教授） 

入山  映 （笹川平和財団 理事長） 

     大熊 由紀子（大阪大学大学院人間科学研究科 教授） 

     太田 達夫 （財団法人 公益法人協会 理事長） 

     大橋 正明 （特定非営利活動法人 シャプラニール＝市民による海外協力の会 代表理事 

／恵泉女学園大学 国際社会文化学科 教授） 

片山 正夫 （財団法人 セゾン文化財団 常務理事） 

加藤 種男 （財団法人 アサヒビール芸術文化財団 事務局長） 

米谷 啓和 （社団法人 日本青年会議所 会頭） 

田口  晃  （北海道大学 法学部 教授） 

     谷口 奈保子（特定非営利活動法人 ぱれっと 理事長） 

     筒井 のり子（龍谷大学 社会学部 地域福祉学科 教授／ 

                           特定非営利活動法人 日本ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ協会 代表理事） 

     出口 正之 （社団法人 企業メセナ協議会 専務理事／ 

国立民俗学博物館文化資源研究センター 教授） 

     仲川 順子 （特定非営利活動法人 奈良ＮＰＯセンター 理事長） 

     林  泰義 （特定非営利活動法人 玉川まちづくりハウス 運営委員 

／株式会社 計画技術研究所 所長） 

     林 雄二郎 （社団法人 日本フィランソロピー協会 会長） 

     藤井 絢子 （滋賀県環境生活協同組合 理事長） 

     藤田 和芳 （大地を守る会 会長） 

     山口 祐子 （特定非営利活動法人 浜松ＮＰＯネットワークセンター 代表理事） 

 

  

 


